
             構造改革特別区域計画 
  
 
 
１． 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

高梁市 
  

２． 構造改革特別区域の名称 
みんなワクワク給食特区 
 

３． 構造改革特別区域の範囲 
高梁市の全域 
 

４．構造改革特別区域の特性 
  本市は面積５４７．０１ｋ㎡、人口約３８，７００人であり、岡山県の中西部、岡山

市の中心部から北西約４５ｋｍに位置し、県下３大河川の一つ、高梁川が中央部を南北

に貫流し、その両側に吉備高原が東西に広がっている。地勢は総じて西に高く、東に低

く、高梁川と成羽川、その支流に沿って帯状に曲折した低地部と、高原部に至る傾斜部

及び高原部とからなっている。 
  古来は「備中の国」の中核を占め、近世では幕藩体制のもとに松山藩を中心として、

また近代以降においても地域における政治、経済、教育の中心として発展してきた。近

年では市内にある大学、短期大学を核とした学園都市としてのまちづくりも進めている。    
高梁川に沿って国道１８０号線、ＪＲ伯備線が南北に、またそれと交差する形で国道

３１３号線が東西に通っており、交通の要衡の役割を担っている。 
市内にＪＲ伯備線の駅を５つ有しており、中でも市街地中心部に位置する備中高梁駅

は交通の基点となっている。 
  本市は平成１６年１０月１日に高梁市、有漢町、成羽町、川上町、備中町の１市４町

が合併して、現在の高梁市となっており、それぞれの市町の特性を生かしながら新しい

まちづくりを進めている。 
公立保育所においても、地域の特性を鑑みて、季節ごとの行事を取り入れ、地域の高

齢者や未入所児童をはじめ地域住民との交流を積極的に行っている。また、地域ごと、

園ごとの需要に応じた乳児保育、延長保育、障害児保育等への取り組みを行っており、

より幅広く、かつ質の高い保育を目指している。保育所における食育にも力を入れてお

り、楽しく食べる子どもに成長するよう「食を営む力」の基礎を培うことを目標に、保

育士、栄養士の資質向上を図っている。 
 
５． 構造改革特別区域計画の意義 

次代を担う児童が健やかに成長するには、行政としてよりよい保育環境を提供する 



責任があり、また保護者が安心して就労できることは、地域や社会の活性化に結びつき、

市にとっても大変重要な意義を持つものである。そこで、本市では、就学前保育の充実

を重要と考え、児童の成長を助長するよう保育に取り組んでいる。 
 特例措置９２０「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業」を活用し、調

理員の人件費削減、調理室の改修工事費や機材購入費の削減、給食材料の一括購入、調

理業務の効率向上により、運営経費の削減を図ることができる。また、特例措置による

外部搬入の対象とすることとしている３歳以上の児童に対して、学校給食と同様の給食

を提供することができ、幼稚園、保育所、学校を通して一体化した食育が可能になる。 
計画が認定されれば、川上保育園で調理されている給食約９０食のうち、３歳以上児

及び職員分約６０食を外部搬入し、川上保育園で調理するのは約３０食に留まる。３歳

以上児には、学校給食と同様の給食を提供することにより、効率的に給食の内容の充実

が図れるだけでなく、幼稚園、保育所、小・中学校を通して一貫した食育が可能になる。

また、学校給食は地元産食材を積極的に取り入れていることから、保育園においても地

産地消が推進され、地元生産者の活動や地域農業の活性化を図ることができる。３歳未

満児の給食については、面積的、時間的に余裕が生まれる川上保育園の調理室において、

刻み食や除去食など個々の児童に適切に対応する。また、３歳以上児であっても、アレ

ルギー児や体調不良児等、特に配慮が必要な児童がある場合も、川上保育園において柔

軟で適切に対応する。 
また、市内の他の認可保育所においても、調理室の老朽化が進んでおり、今後、調理

室の改修、改築の必要が生じた際には、改修費等、経費との比較を行い、学校給食セン

ターからの外部搬入も視野に入れながら、より効率的に安心・安全な給食が提供できる

ような給食調理体制の構築を目指していきたいと考えている。 
 
６． 構造改革特別区域計画の目標 

食育は、幼児期から偏食をなくし、食を尊ぶしつけや衛生観念を教えるなどの栄養

面のみならず、保育の重要な役割となっている。そこで、保護者や子ども自身の食に

対する関心を高め、乳幼児期から、適切な食を選択する力や、食を大切にする心が育

まれるよう取り組みを進める。学校給食センターと保育所の栄養士や調理員との間で、

意思疎通を図りながら、共通認識に立ち、就学前から一体化した食育を行い、生涯に

わたって健康的な生活ができる基盤を作ることを目指す。 
   また、地元食材を積極的に取り入れ、地産地消の推進により、高齢化の進む生産者 

の生き甲斐を高め、地域の活性化を図るともに、より安全、より安心な給食の提供を 
行い、心身ともに健全な子どもを育成する。 
 

７． 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
川上学校給食センターから川上保育園への給食の外部搬入実施により、給食材料の

一括購入や調理設備の集中化、調理員の人件費削減など、調理業務の管理・運営の合

理化や経費節減効果が期待でき、行財政の健全化に貢献する。その際に、削減される



経費の額は、一括購入、集中化によるランニングコストのほか、調理員の人的経費と

して年間約３５０万円、改修工事費として約５００万円、機材購入費として約３００

万円を見込んでいる。この財源をもとに、川上保育園だけでなく市内の保育所の需要

に応じた保育サービスを拡充させ、市全体の児童福祉の向上につなげていく。保育サ

ービスを充実させることにより、女性の就業意欲を損なわず、地域雇用の拡大や少子

化の抑制に直結するものと考えられる。 
また、幼児期からの一貫した食育を推進することにより、保護者や子ども自身の食

に関する関心を高め、心身ともに健全な人間形成を図ることが期待できる。 
 

８． 特定事業の名称 
９２０  公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

 
９． 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連

する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める

事項 
 
（１） 食育推進事業 

学校給食献立作成時に学校給食センターと保育所の栄養士、保育関係者等が

連携することにより、保護者、幼稚園、保育所、学校が共通認識のもとに、就

学前児童から義務教育修了まで一貫した食育を図る。また、今回の特区で給食

現場相互のさらなる連携が見込まれることから、きめ細かな配慮の行き届いた

献立を作成する。 
 

（２） 地産地消事業 
    地域の農産物生産者とより安心で安全な食材の品目、品質、鮮度などについ

て協議するとともに、付加価値の高い地元農産物を利用した献立を検討するこ

とにより地産地消を推進する。 
 
（３） 子育て支援サービスの拡大 
    外部搬入により節減された経費を、子育てが安心してできる様々な子育て支

援サービスの充実、子育て家庭が必要とする情報提供や地域での子育てネット

ワークの形成などに活用する取り組みを推進する。また、多様化する保育サー

ビスに応えるため、一時保育や休日保育の実施、延長保育や障害児保育の拡充

を行う。  
 
 
 
 



 
【別紙】 
１． 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 
 

２． 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
高梁市立川上保育園 

 
３． 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定日 
 

４． 特定事業の内容 
川上保育園において、３歳以上児から５歳児の給食を学校給食センターからの外

部搬入方式として実施する。３歳未満児の給食については、従来どおり自園調理

を行い、年齢、発達に応じた給食を実施する。 
  

５． 当該規制の特例措置の内容 
（１）調理室としての保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設けるこ

とについて 
    川上保育園では３歳未満児については当該施設の調理室から給食を提供する

ため、基準どおり調理室を設置している。３歳以上児についても、アレルギー

児や体調不良児がある場合は、この調理室において除去食や病児食を調理する

が、そのための加熱、保存、配膳等に必要な調理機能を有している。 
    

搬入元（川上学校給食センターの概要）  
面  積 ３８８．１０㎡ 

職員配置数 栄養士１名、調理員５名（増員予定） 

調理能力 ７５０食 

調理器具一式 冷蔵庫、冷凍庫、食器消毒乾燥保管庫、皮むき機、

食器洗浄機、焼き物機、洗米機、フライヤー、野

菜裁断機、ガス自動炊飯器、回転釜、牛乳保管庫、

殺菌庫、保存用冷凍庫、スチームオーブン 
 

搬入先（川上保育園調理室の概要）  
面  積 １９．８７㎡ 



職員配置数 栄養士１名、調理員２名 

調理能力 ５０食 

調理器具一式 冷凍庫、冷蔵庫、電磁調理機、滅菌保管庫、配膳

棚、炊飯器、フライヤー、スチームオーブン 
 
 
（２）児童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができることについて 
    外部搬入により給食を提供する３歳以上児の食事の内容は、学校給食と同一

メニューとし、年齢に応じて大きさ、固さ、分量等を調整する。自園調理の３

歳未満児については、個々の児童の発育に応じた手作りで安全なものを提供す

る。 
    また、体調不良児等への対応については、医務室を備え、保護者はもとより

園医との相談体制を整えるなどの対応を行う。食物アレルギー児についても、

保護者との連携を密にし、調理関係者との相談、園医の指導・助言を受け、適

切な対応を行う。 
 
（３） 社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生面

では保健所との協力のもとに行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係る

基準を遵守することについて 
構造改革特別区域における「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認

事業（平成１６年３月２９日付け雇児発第０３２９００２号）」における留意

事項を遵守するとともに、社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基

準「保護施設等における調理業務について（昭和６２年３月９日社施第３８

号）」において準拠されている「病院、診療所等の業務委託について（平成５

年２月１５日指第１４号）」の第４の２の規定及び「保育所における調理業務

の委託について（平成１０年２月１８日児発第８６号）」を遵守する。 
衛生基準については、食材、調理、職員の衛生管理にいたるまで細心の注意

を払うよう徹底指導管理、点検確認に努める。調理方式については、川上学校

給食センターと川上保育園は隣接しており、運搬時間も５分以内という条件下

にあるので、食材を加熱処理後、冷凍又は冷蔵せずに運搬し、速やかに提供す

る。 
  また、運搬容器の衛生管理についても「学校給食衛生管理の基準」に従い衛

生安全に努める。運搬は、密閉できる専用コンテナに収容して行い、保育所に

いる調理員が受領、配膳を衛生管理のもとに実行する。使用したコンテナや食

缶は徹底した洗浄を行い、十分な消毒後、厳重に保管する。 
調理室ではドライ運用方式による調理を行い、汚染区域と非汚染区域を完全

分離し、２次汚染防止対策を講じるなど、衛生、安全の確保に努め、食品の温



度管理、調理員・栄養士の研修、健康管理を怠りなく、保健所の指導、助言等

に従い適正に運用している。 
なお、特例措置による給食の外部搬入については、搬入元と搬入先との間で

委託契約の締結が求められているが、本市の場合は市立学校給食センターから

市立保育所への搬入であり、委託契約は困難なため、市長と教育長との間で覚

書を締結する。 
 

（５）必要な栄養素量を給与すること。食育プログラムに基づき食事を提供しようと

すること 
栄養素量の給与については、川上学校給食センターの栄養士と保育所栄養士

との連携により、必要な栄養素量の確保に注意を払うとともに、地域性や季節

感を考慮した食材を利用しながら、平成１９年３月に乳幼児から高齢者までの

健康づくりを実践するために策定した「高梁市すこやかプラン２１」の食育プ

ログラムを参考に、発達段階に応じた給食を提供する。 
 

６ 給食配送スケジュール 
  ８時００分 調理開始 
 １１時１０分 調理完了・搬送開始 
 １１時１５分 川上保育園到着 
 １１時３０分 給食開始 
 １３時３０分 回収開始 
 １３時３５分 川上学校給食センター到着 
 １３時５０分 洗浄・清掃  
   

    
    
    
    
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 


